
入  札  公  告 

 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

  平成３１年４月３日 

 

 

                    公益財団法人介護労働安定センター 

                    契約担当役 事務局長 岡﨑 直人 

 

 

１ 調達内容 

（１）件  名  2019 年度介護労働講習（実務者研修を含む）における修了評価試

験問題冊子等の印刷 

（２）規 格 等  仕様書による 

（３）履行期限  仕様書による 

（４）納入場所  仕様書による 

 

２ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）平成３１・３２・３３年度における各府省庁の競争参加資格（全省庁統一資格）

において、「物品の製造」のうち、Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者である

こと。 

（４）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者ではないこと又は民

事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと。 

（５）官公庁から指名停止を受けている期間中でない者であること。 

（６）応札者の役員等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標 

榜ゴロ、特殊知能暴力団等（これらに準ずるもの又はその構成員を含む。以下、「反 

社会的勢力」という。）でないこと。もしくはこれら反社会的勢力との間に社会的 

に非難されるべき関係を有していないこと。 

（７）公益財団法人介護労働安定センター会計規程に従い公益財団法人介護労働安定セ

ンター契約担当役が定める資格を有する者であること。 

イ 入札物品等又はこれと同等の類似品に係る製造実績又は納入実績がある こ

とを証明した者であること。 

ロ 入札物品等を納入期限までに納入することができることを証明した者で あ

ること。 



 

３  入札説明書の交付場所等 

（１）交付場所及び問い合わせ先 

〒116-0002  東京都荒川区荒川７丁目５０番９号 センターまちや５階 

公益財団法人介護労働安定センター総務部経理課契約係  

電話 ０５０－３５３５－９４４４ 

FAX ０３－５９０１－３０４２ 

電子メール keirika@kaigo-center.or.jp 

 

（２）入札説明書の交付方法 

本公告の日から上記（１）において、土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午

前１０時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に交付する。 

なお、電子メールにて入札説明書の送付を希望する場合は、仕様書交付希望の

調達件名、会社名、全省庁統一資格の登録番号及び10桁の業者コード（申請中の

場合は記載不要）、担当者名及び電話番号を記入のうえ、keirika@kaigo-center.

or.jpあて送信すること。 

※電子メールの件名は『「介護労働講習等における試験問題冊子等の印刷」入

札説明書の送付依頼』とすること。 

 

４ 入札書の提出期限等 

（１） 入札書の提出期限（郵送による場合を含む） 

平成３１年４月１８日（木） 午後４時（必着） 

（２） 提出場所 

上記３（１）に同じ 

 

５ 開札の日時及び場所   

平成３１年４月２２日（月） 午後３時 

東京都荒川区荒川７丁目５０番９号 センターまちや５階 

公益財団法人介護労働安定センター 大会議室 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

全額免除 

 

７ 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の行った入札、入札に関する条件に違反

した入札は無効とする。 

 

 



８ 契約書の作成 

契約締結にあたっては、契約書を作成する。 

また、本入札に関し、落札者との契約の締結にあたり、契約後に独占禁止法に

定める談合等の不正行為の事実が判明した場合の契約の解除及び違約金に関する

条項を締結することとしていること。 

 

９ 契約者の決定方法 

（１）公益財団法人介護労働安定センター会計規程第２５条の規定に基づいて作成さ

れた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者と

する。 

（２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

10 その他 

詳細は入札説明書による。 


